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一つで、我が国においては約 15 万橋（長さ 15m 以上）の橋梁が日夜活躍している。しかしながら、
多くの橋梁が戦後の高度成長期に集中して建設されたことからこれら橋梁の老齢化が近年急速に進
んでいる。老齢化の進行は加速的で、2006 年時点に建設後 50 年を超える橋梁は全体の約 6％（約 9000




























化予測例を示した。具体的には我が国の既存の RC 橋梁約 1000 桁に対する 2030 年までの劣化予測を
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T1 ൌ 14D · ൞
x






① 係数 α 
② 係数 β 
③ 係数 γ
T2 ൌ α · T1 
T4 ൌ γ · T1 
T3 ൌ β · T1 
塩分浸透過程ばらつき 
④ 表面塩分濃度 C0 









図 1.1 劣化要因のばらつきを考慮した劣化予測手順と概要 




















もコンクリート表面の塩化物イオン濃度一定として解いた Fick の第 2 法則（拡散方程式）の解(式 1.1)
を基本として使用している。式 1.1 に目標とする経過年数tሾyearሿ、かぶり深さxሾcmሿ、材料と外部環境
に対して適切な拡散係数Dሾcmଶ yearሿ⁄ とコンクリート表面部の塩化物イオン濃度C଴ሾkg mଷ⁄ ሿを代入す
れば、目標経過年におけるかぶり位置の塩化物イオン濃度Cሺx, tሻሾkg mଷሿ⁄ が算出される。なお、
C଴ሾkg mଷ⁄ ሿは塩化物イオン濃度であり、構造物の耐用期間中一定である。 







は「海岸付近の高さ方向については、高さ 1m が汀線からの距離 25m に相当すると考えてC଴を求めて
よい」との注釈があるが、海岸付近がどの範囲を指すのか、基準高さを何として距離換算を行うのか
明確でない。 
表 1.1 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書によるｺﾝｸﾘｰﾄ表面における塩化物イオン濃度 C0 (kg/m3) 
 飛沫帯 
海岸からの距離 (km) 
汀線付近 0.1 0.25 0.5 1.0 
飛来塩分が多い地域 北海道、東北、北陸、沖縄
13.0 




四国、九州 4.5 3.0 2.0 1.5 1.0 





BMS と呼ぶ）に対する試行錯誤を重ねている。2006 年 12 月時点の聞き取り 1.7)では、同年 11 月から
塩害対象地区の管理橋梁に対する塩害劣化予測の試行を行っている。国道 BMS における塩分浸透ま
での劣化予測は、浸透予測としては土木学会と同様の式 1.1 を用いることとし、この際の表面塩化物
イオン濃度C଴を飛来塩分量Cୟ୧୰ሾNaCl · mdd ሺmg dmଶ⁄ /dayሻሿの関数（式 1.2）として定義している。Cୟ୧୰は
式 1.3 より地域区分（地域区分毎の 1km 換算飛来塩分量CଵሾNaCl · mddሿ）と海岸距離dሾkmሿからなり、
式 1.2、1.3 は、1984 年から 3 年間全国 266 箇所で行われた飛来塩分量調査と 76 地点での暴露試験の
結果を統計解析により決定したものである 1.8) 1.9) 。 
C଴ ൌ 1.2Cୟ୧୰଴.ସ  (1.2) 
Cୟ୧୰ ൌ Cଵ · dି଴.଺  (1.3) 
表1.2に海岸線から目標地点までの距離と地域毎のCଵを示すとともに、式1.2、1.3より算出したとCୟ୧୰と
C଴を示す。なお、国道 BMS では式 1.3 に用いる海岸距離を海岸線から目標地点までの距離を表 1.2 中
の計算海岸距離としてCୟ୧୰とC଴を算定している。 
表 1.2 国道の橋梁マネジメントシステムにおける塩害予測の環境評価 
* 台風の影響を考慮する場合には C1＝1.0 を用いる 
地域 


















I 0.001 0.62 
(1.0)* 
39.12 5.2 











100m をこえて 200m まで II 0.1 3.66 2.0 
200m をこえて 300m まで III 0.2 2.42 1.7 
C 上記以外の地域 
海上部 I 0.001 
0.34 
21.45 4.1 
海岸線から 100ｍまで II 0.001 21.45 4.1 
100m をこえて 200m まで III 0.1 1.35 1.4 
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よりデータ提供を受け、青森県道については文献 1.10 を参考にした。 
 
表 1.3 データ概要 
＊かぶりの想定値：桁 3cm、橋脚・橋台 7cm とする ＊見かけの拡散係数 D：土木学会logD ൌ ൣ4.5ሺw cሻ⁄ ଶ ൅ 0.14ሺw c⁄ ሻ െ
8.5൧ ൅ log ሺ3.15 ൈ 10଻ሻ, 国道 BMS logD ൌ െ3.9ሺw cሻ⁄ ଶ ൅ 7.2ሺw c⁄ ሻ െ 2.5により 1983 年以前に建設した橋脚・橋台を
w/c=60%として、’84 年以降に建設した部材を w/c=55%として計算 ＊初期塩量：高知国道は各橋梁におけるかぶり深
部の塩分濃度が 2 か所以上同じ値をとる場合その最低値を初期塩量とし、青森県道は初期塩量なしとする。 
 
 高知国道 55 号橋梁 青森県道 
コア数 評価方法①29，②16 評価方法①②55 
コア採取 
状況 
海岸距離 0, 50, 150m 0-725m 
橋梁経過年 22-55 年 4-47 年 




精度検証結果を表 1.4 と図 1.2、1.3 にまとめる。方法１ではコンクリート表面部のコア塩化物イオ
ン濃度と予測塩化物イオン濃度比 R1 を、方法２では仮想鉄筋位置の塩分量に達する予測年と実経過




















R1<1 0.43 (0.59) 0.57 (0.42) 





R2<1 0.20 (1.15) 0.23 (0.89) 
R2>1 4.53 (1.55) 14.32 (2.20) 









図 1.2 方法１による塩分浸透予測精度評価 
(a) 土木学会式 (b) 国道橋梁マネジメントシステム 
(b) 国道橋梁マネジメントシステム (a) 土木学会式 






















































































































分量観測（風速約 2m から 8m、海岸距離 20m から 500m）の結果より風速と海岸距離による算定式を
式 1.4 として提案した。 
C ൌ ሺെ2680 dଶ ൅ 510 d⁄⁄ ൅ 1.64ሻW  (1.4) 
C：付着塩分量 [g/m2/hr], d：汀線からの距離[m], W：風速[m/s] 
浜田らは飛来塩分量に対する高度が与える影響についても考察しているが、式 1.4 の適用範囲は「平
















 細山田・山田文則ら 1.17) 1.18)は飛沫の発生量は波の乱れによるとして波のエネルギー減衰量と風速の
関数により発生過程を決定、飛沫鉛直分布を指数分布とした。飛沫発生後の輸送過程を、連続の式と
ナビエ・ストークス方程式による数値計算により算出することを提案した。なお、飛沫径を 5, 1, 0.5, 0.1, 
0.05*mm の５段階と具体的にし、飛沫径差が輸送に及ぼす影響を検討している。（＊論文 1.18 中には
0.5mm とあるが文脈から 0.05mm と思われる） 













や電気障害を背景とした研究 1.28)がそれぞれ 1965 年前後にある程度総括的な報告がなされている。 
中でも鳥羽らのグループは 1960 年代より大気と海洋の相互作用の見地から海塩粒子の発生から輸
送までのモデル化を行い 1.29)、台風時の飛来塩分量の算定に対する適用も検討している 1.30-33)。鳥羽ら
の研究は高度数千 m、水平距離数百 km スケールにおいて有意となる海塩飛沫を扱うため、対象とす
る飛沫粒径は大きくても数百 μm 程度であるが、この範囲の飛沫径の発生輸送過程に対する観測、実
験を通じた検討はほとんど例がない。なお加藤らは鳥羽らのモデルを参考に飛来塩分量特性をより検



















ち塩分量の水平分布の傾向は大まかには図 2.1 の A と B に分かれる。傾向 A は海岸付近の塩分量が
最も多く、距離に対して最初は急激にその後緩やかに減少する。傾向 B は緩やかに減少傾向を示すも
のの距離に対する塩分量が不安定に上下する。水平分布に対する傾向 A は、複数の研究者 2.2)-2.5)によ
り指摘されており、この理由を大気中の飛沫粒径差、大きな粒径飛沫は落下速度が速いため距離に対
して急速に減少するが、小さな飛沫は落下速度が遅いため長距離の飛行が可能であるためとの推測報
告を行っている 2.2) -2.4)。 
一方、海岸線付近の飛来塩分量の鉛直分布は、図 2.2
中の C と D の傾向にわかれる。傾向 C は、地面より数十
cm 上空で塩分量が最大となり上空へ行くほど指数関数
的に減少し、傾向 D は塩分量の鉛直分布がほぼ一定であ
る。鉛直分布が傾向 C となる理由を、玉手 2.2)は微細な飛
沫粒子は拡散によって上空へ運ばれるが、比較的大きい
飛沫は海面より高く打ち上げられないからではないかと










図 2.1 観測塩分量水平分布の概念図 






















も数多く、直径が 80μm に達するものが混じることもある。雨滴は通常直径約 200μm 以上 6mm 程度
まででこれ以上大きい雨滴は空気抵抗により分裂するとされる 2.6)。また、中国内陸部より飛来する黄
砂は発生源近辺では 100μm を超えるような粒子もあるが、粒径の大きいものほど輸送途中で落下し、




浮力が釣りあって一定速度となった速度）を式 2.1 により算定したものを用いる 2.8)。 








  CD ൌ 24 Re⁄   ሺRe ൏ 1ሻ  (2.2) 
CD ൌ ൫0.55 ൅ 4.8 √Re⁄ ൯ଶ  ሺ1 ൏ ܴ݁ ൏ 10ସሻ  (2.3) 
Re：レイノルズ数 Re ൌ ሺ୵ౚ·ୢሻሺµ/஡౗౟౨ ሻ   (2.4) 
なお、本論文においては飛沫径に対する終末速度を落下速度と仮定するが、実際には飛沫は打ち上げ
の頂点から速度 0 より次第に終末落下速度に到達する。速度 0 の状態からの落下速度の時間変化は式
2.5 で表され、t ൌ 3τで終末速度の 95%に達する 2.9)。τは緩和時間と呼ばれ、新しい力の状態に応じて
粒子が加速または減速するとき、その速度を調整するのに必要な時間とされる。 




表 2.1 に単位密度粒子の標準状態（20℃、1 気圧）における終
末速度（t ൌ 3τ）到達時間を示す 2.9)。表より明らかなように飛
沫径が大きくなるほど終末速度までの到達時間が長くなり、
飛沫直径 100μm で 1 秒程度となる。下記に詳述するように本
研究で対象とする飛沫は最大で数千 μm 程度と想定しており、












そして 0.5 乗へと比例係数を下げる。 
一方、表 2.2 は直径 0.1 から 10000μm (1cm) の飛沫の
落下速度とこの飛沫が 1m 落下するのに必要な経過時間、
風速 10m/s において 1m 落下する際の経過時間、そして
海水中の塩化物イオン量を 1.9%として一海水飛沫中に









風速 10m/s, 1m 落下
時の輸送距離 




0.1 3.4E-7 34days 29,463 km 1.0E-14 9.8E+13 
1 3.0E-5 9hour 324 km 1.0E-11 9.8E+10 
10 3.0E-3 5min 3 km 1.0E-8 9.8E+7 
100 0.24 4sec 41m 1.0E-5 9.8E+4 
1000 3.9 0.3sec 2.5 m 1.0E-2 9.8E+1 
10000 17.7 0.06sec 0.6 m 1.0E+1 9.8E-2 
 





























図 2.3 海水飛沫の落下速度 
＊海水中塩分量 35‰、水温、気温 20 度
として計算 
表 2.2  飛沫径に対する輸送量の比較 
＊塩化物イオン量は海水中 1.9%として計算 











































図 2.6 離岸堤 
図 2.5 堤防 















































































































































Hଵ ଷ⁄ ൌ ൜ KୱH଴
ᇱ
minሼሺβ଴H଴ᇱ ൅ βଵhሻ, β୫ୟ୶H଴ᇱ, KୱH଴ᇱሽ             (3.1) 
 
β଴ ൌ 0.028ሺH଴ᇱ L଴⁄ ሻି଴.ଷ଼expሾ20tanଵ.ହθሿ            (3.2) 
βଵ ൌ 0.52expሾtanθሿ                    (3.3) 
β୫ୟ୶ ൌ maxሼ0.92, 0.32ሺH଴ᇱ L଴⁄ ሻି଴.ଶଽexpሾ2.4tanθሿሽ       (3.4) 
H଴ᇱ：換算沖波波高[m]、Kୱ：浅水係数、h：海底水深[m]、L଴：沖波波長[m] (L଴ ൌ 1.56 · Tଶሻ 
T：周期[sec]、θ：海底勾配[度] 
Kୱ ൌ ଵඥ୲ୟ୬୦୩୦ା୩୦ሺଵି୲ୟ୬୦మ୩୦ሻ  (3.5) 













୦ౘ ൌ 0.83  (3.6) 
H౞
Hబ ൌ Kୱ   (3.7) 
















: h L଴ ൒ 0.2⁄  
: h L଴ ൏ 0.2⁄  

















図 3.3 潮汐現象による飛沫発生基準点の変化 
上）波浪障害海岸 下）海浜
 








波のエネルギーを表す波高の関数として式 3.8 で仮定する。 
θ୲୭୲ୟ୪ ൌ δ · θ଴ · fሺHୠሻ · ሺ1 T⁄ ሻ (3.8) 
θ୲୭୲ୟ୪：発生総飛沫個数、飛沫発生基準点における総飛沫個数濃度[個/m3/sec]  
δ：飛沫発生場に関する係数、θ଴：基準発生飛沫個数 [個/m3]、T：周期 [sec] 
fሺHୠሻ：Hୠの関数、fሺHୠሻ ൌ C · Hୠ、Hୠ：砕波波高[m]で本論文ではC ൌ 1とする。 
なお、式 3.8 は周期で除することで秒の時間単位となる。 
δは飛沫の発生個数を決定する無次元の定数で、飛沫発生場の状況を発生飛沫個数に反映する係数
と定義する。本論文においては、飛沫発生場として海浜と障害物設置海岸に分け、海浜で 7、波浪障







的大きな飛沫径分布に関する実測例は見当たらない。このため後述する Koga ら 3.3)や松永ら 3.4)の風洞
水路実験による結果を参考に指数分布と仮定した。これについては本項 2)で詳述する。 
fሺdሻ ൌ ଵୢ౗ exp ቀെ
ଵ
ୢ౗ · dቁ  (3.9) 
fሺdሻ：飛沫発生基準点における飛沫個数濃度の分布関数 
dୟ：平均飛沫直径[m]、d：対象飛沫直径[m] 
式 3.9 中で ଵୢ౗ ൌ λとおいたfሺdሻ ൌ λexpሺെλ · dሻは指数分布の確率密度関数の形であり、dୟを平均飛沫
直径と定義するのは確率密度関数の平均が1 λ⁄ となるためである（分散は1 λଶ⁄ ）。 
平均飛沫直径dୟは飛沫発生場により異なるとし、本論文においては海浜ではdୟ ൌ 50µm、波浪障害
海岸ではdୟ ൌ 400µmと仮定する。平均飛沫直径dୟと飛沫発生量の関係として本項 3)にて詳細検討を
行う。 
なお、任意直径d୧の発生飛沫個数濃度θୢ౟ି୲୭୲ୟ୪は式 3.10 の通り、微小直径範囲∆dの積分値として得ら
れる。なお、具体的な計算は飛沫直径範囲を 10μm から 5000μm とし、∆d ൌ 10µmで積分を行う。 











  (3.10) 
式 3.9 と 3.10 の関係を図 3.4 に示す。 
なお、検討する空間は、海から陸方向に水平方向、海から上空に鉛直方向、汀線方向に奥行きとし




図 3.5 風洞水路の概要 








て、奥行き 1m における空間と定義する。 
 
2) 飛沫径分布の検討 
 海洋物理の分野において空気中の飛沫径分布は多くの実測が報告されている 3.5)ものの、数百 μm ま
での小さな飛沫を対象とする観測例が多数でしぶきから直接発生する飛沫のように大きな飛沫の観
測例は見当たらない。また、構造物の塩害劣化に対する検討を目的とした既往研究において飛沫径分
布を検討した例は少なく、筆者の調べる限りスパキット 3.6)が直径 1～300μm の半円形で分布形を仮定
したものに限られる。 
このように実海岸における飛沫径分布に関する検討資料が得られないため、式 3.9 のモデル化に際
して Koga ら 3.12)の実験結果を参考にした。Koga らは風洞水路（図 3.5）内で発生させた風波が砕波す









具体的には、風洞内代表風速 14、15、16m/s 時に吹走距離 16m 地点において濾紙またはマグネシウ
ム煙で被覆したスライドガラスに飛沫を捕捉し、飛沫径と捕集痕の大きさの関係をあらかじめ調べた
上で、時間当たり単位平面に捕集される飛沫数をカウントした。実験結果を図 3.6 に示す。 
この結果より、任意高さにおける飛沫径の個数濃度分布は指数分布で近似され、例として図 3.7 に
代表風速 14m 時の高さ 11、15、19cm における単位体積あたりの飛沫個数の分布を示した。なお、図
3.6 の実験より直接得られるのは、捕捉面あたりにのこる飛沫クラス毎の飛沫個数であり、流速 F[個
/cm2/sec]である。これを個数濃度θ[個/cm3]とするには流速を各高さ風速で割ればよく次式による。 
θ ൌ F/U  (3.10) 
 
















d୧ d୧ ൅ ∆d2
 d୧ െ ∆d2
 




















既往研究による現地計測結果との比較検討により、θ଴ ൌ 1.0 ൈ 10ସ [個/m2]で一定とし、δとdୟを飛沫
発生場の種類によって異なる定数とした。具体的には、海浜ではδ ൌ 7, dୟ ൌ 50µm、波浪障害海岸で



















図 3.7 任意高さにおける飛沫径毎の個数濃度 
*図 3.6 より高さ 11cm 地点風速 11.4m/s、高さ 15cm 地点





















図 3.8 にHୠ ൌ 2.5m、T ൌ 7sec、θ଴ ൌ 1.0 ൈ 10ସとして、飛沫発生場が海浜の場合δ ൌ 7, dୟ ൌ 50µm、
障害物設置海岸の場合δ ൌ 1, dୟ ൌ 400µmとした飛沫発生基準点上の発生飛沫個数濃度θୢ౟ష౪౥౪౗ౢの分布
を、図3.9に図3.8の個数分布を飛沫量に換算した場合の分布を示す。式3.8より飛沫の総個数濃度θ୲୭୲ୟ୪
は海浜で2.5 ൈ 10ସሾ個/mଶ/secሿ、波浪障害海岸で3.6 ൈ 10ଷሾ個/mଶ/secሿと 7 倍の差があるが、図 3.9 の












fሺzሻ ൌ ଵ୸౗ exp ቀെ
ଵ
୸౗ · zቁ  (3.11) 
図 3.8 海浜と障害物設置海岸の 
発生飛沫個数濃度分布の比較 
図 3.9 海浜と障害物設置海岸の 
発生飛沫量の比較 
























































































は、図 3.10 下図の面積が1 2⁄ となる高さである。鉛直
分布は砕波の際の波高が高いほど高くなるとして、zୟ
を砕波波高の関数として次式で仮定する。 















θୢ౟,୸ౠ,୶ ൌ θୢ౟ି୲୭୲ୟ୪ · ׬ ଵ୸౗ exp  ቂെ
ଵ




୸ୀ୸భ dz  (3.14) 
θୢ౟,୸ౠ,୶：目標地点高度に到達する直径diの飛沫個数濃度 [個/m3/sec]  
θୢ౟ି୲୭୲ୟ୪：飛沫発生基準点上に周期時間あたりに発生する代表直径diの飛沫個数 [個/m3/sec] 
zୟ：飛沫の鉛直分布に対する平均高さ[m]、z୨：飛沫発生基準点高さから目標点までの高さ[m] 
wୢ：飛沫直径dの終末落下速度 [m/s] （式 2.1） 
 
  












z୨ ൅ ∆z2  
z୨
z୨ െ ∆z2  



















 Iida らは海面における飛沫の発生個数濃度は風と波の作用によるとして次式により表した 3.11)。 
logθୡ ൌ C଴log൫uכଶ νσ୮ൗ ൯ ൅ Cଵ  (3.20) 
uכ：空気摩擦速度 [m/s] uכ ൌ ඥCDଵ଴ · Uଵ଴  (3.21) 
CDଵ଴：摩擦係数 [m/s] CDଵ଴ ൌ ሺ1.0 ൅ 0.07Uଵ଴ሻ ൈ 10ିଷ3.8)  (3.22) 
Uଵ଴：高度 10m 平均風速 [m/s] 
ν：空気動粘性係数 [m2/s] (13.2×10-6＠0℃, 15.02×10-6＠25℃, 15.4×10-6＠25℃) 
σ୮：ピーク角周波数 [sec-1]  σ୮ ൌ 2π 1.05Tୱ⁄   (3.23) 
Tୱ：有義波周期 [s]、 wୱ：落下速度 [m/s] 
 
式 3.20は海面高さzୡ [m]における単位体積あたりの飛沫個数濃度θୡ [個/cm3]を波浪に関する無次元パ
ラメータuכଶ νσ୮ൗ の関数としてモデル化したものである。式 3.20 とこれを構成する係数値C଴、Cଵの決
定は海上における飛沫計測結果に対して、鳥羽 3.8)により提案された飛沫の鉛直分布モデル（式 3.24）
により逆解析することで決定された。係数C଴、Cଵは飛沫径のクラス毎に決定され、これを表 3.1 にま
とめる。なお、zୡは有義波高Hୱ [m]に対してzୡ ൌ 0.635Hୱ、uכଶ νσ୮ൗ は風の応力と波の周期を含む無次
元パラメータで海上の風波の崩れる割合や白波の存在率など海面境界過程の記述が可能なパラメー
タとされる。 








class log m 範囲＊ 直径 d 範囲 μm
平均直径
μm C0 C1 
落下速度 
m/s 
1 1<log m<1.25 6.7<d<9.8 8.25 0.79 -3.35 0.0020 
2 1.25<log m<1.75 9.8<d<14.4 12.1 0.69 -3.11 0.0045 
3 1.75<log m<2.25 14.4<d<21.1 17.7 0.38 -2.71 0.0097 
4 2.25<log m<2.75 21.1<d<31.0 26 0.67 -4.16 0.0208 
5 2.75<log m<3.25 31.0<d<45.6 38.5 
1.0 
-5.84 0.0441 
6 3.25<log m<3.75 45.6<d<66.9 56.5 -6.14 0.0900 
7 3.75<log m<4.25 66.9<d<98.1 82.5 -6.40 0.1764 
8 4.25<log m<4.75 98.1< d<144.4 121.2 -6.88 0.3339 
 
 図 3.11は式 3.20と表 3.1の係数値より算出した各粒径クラスの代表飛沫の単位体積あたりの飛沫個
数濃度であり、図 3.12 は図 3.11 の個数濃度を海水質量に換算したものである。図 3.11 より無次元パ
ラメータの増加とともに飛沫個数が増加し、直径 100μm 程度の飛沫に比べ数十 μm の飛沫個数は 10


























































図 3.11 無次元パラメータuכଶ νσ୮ൗ を 
変数とした飛沫粒径と飛沫個数の関係 
図3.12 無次元パラメータuכଶ νσ୮ൗ を変
数とした飛沫粒径と海水質量の関係 
表 3.1 小粒径飛沫の発生個数濃度算定式（式 3.20）に対する係数一覧 3.11) 
＊m：1012g 単位で表わされる一飛沫中の海塩質量 







U による水平移流と飛沫の自由落下（落下速度 W）と大気の鉛直(z)拡散が式 3.25 の通りバランスし
た結果、吹走距離 x [m]（風が海上を吹く距離）における飛沫の鉛直分布が式 3.27 より表されるとし
た。式 3.26 は式 3.25 に対する境界条件である。 




ப୸మ  ሺx ൐ 0, ݖ ൐ 0ሻ (3.25) 
θ ൌ 0   ሺx ൌ 0ሻ   U ப஘ப୶ ൌ 0   ሺx ՜ ∞ሻ     D
ப஘
ப୸ ൌ F   ሺz ൌ 0ሻ    θ ൌ 0   ሺz ՜ ∞ሻ    (3.26) 
Θሺξ, ζሻ ൌ expሺെ2ζሻ െ 12 erfc ቆඥξ െ
ζ
2ඥξቇ expሺെ2ζሻ െ ൬
1










D：鉛直方向の渦拡散係数 [m2/s] D ൌ kuכሺz ൅ z଴ሻ  (3.28) 
k：カルマン係数 [=0.4] 3.8)、uכ：空気摩擦速度 [m/s]、z：海面からの高さ [m] 
z0：粗度定数 z଴ ؆ Ԗ/30 (3.29)  Ԗ：粗面平均高さ [m] 
 
なお、式 3.27 は個数濃度Θሺξ, ζሻ ൌ θ/θሺ∞, 0ሻ、吹走距離ξ ൌ Wଶx/4DU、高度ζ ൌ Wz/2Dの無次元数で
表わされている。渦拡散係数 D は式 3.28 により高度に対して決定されるが、本論文においては海上
における小粒径飛沫の鉛直分布を高度 100m までと仮定し、その中間高度の 50m における渦拡散係数
を定数として用いる。 
 
 θሺ∞, 0ሻは海上を十分吹走し定常に達した海面の個数濃度であり、これを式 3.20 より得られる飛沫
クラス毎の個数濃度θୡとすると、無次元変数uכଶ νσ୮ൗ の波浪条件下における吹走距離 x の地点におけ
る鉛直方向の飛沫個数濃度分布θሺx, zሻは次式で表わされる。 
θሺx, zሻ ൌ θୡ ൈ Θሺξ, ζሻ  (3.30) 
図 3.13 は無次元高度ζと吹走距離ξに対する無次元個数濃度の関係を示している。式 3.27 中の無次元
高度ζと無次元吹走距離ξは落下速度 W の関数となっていることから飛沫粒径毎に個数濃度の増加傾
向が異なることがわかる。図 3.13 左図より個数濃度は海面近くから高くなり、無次元吹走距離ξが 2
で鉛直方向の飛沫個数濃度がほぼ飽和する。これは海面からの飛沫の供給と自重による落下が釣りあ
った状態であり、式 3.27 をξ ൌ ∞とした場合、Θሺ∞, ζሻ ൌ expሺെ2ζሻ ൌ exp ሺെWD zሻの鉛直一次元の対数
分布に近付くことがわかる。 















て北を 0°で 22.5°間隔の 16 方位で記録されたものを用いる。小粒径飛沫の算定に対しては海上にお
いて風が継続する（継続風）場合の吹走距離を推定する必要があり、継続風と判断する条件として①


















0.001 0.010 0.100 1.000 無次元吹走距離 ξ ൌ Wଶx/4DU 無次元個数濃度 Θሺξ, ζሻ ൌ θ/θ଴ஶ 
無次元高度 ζ ൌ Wz/2D 
Θሺξ, ζሻ ൌ θ/θ଴ஶ 
無次元個数濃度 
ξ ൌ Wଶx/4DU 
ζ ൌ Wz/2D 




















0.40 0.80 1.20 1.60 2.00 2.40 2.80


































中は、風速 U [m/s]、鉛直渦拡散係数 D [m2/s]、飛沫の落下速度 W [m/s]を一定とした場合、定常状態
における移流拡散方程式、式 3.30 に対して式 3.31 の境界条件の解を式 3.32 として提示した。式 3.31
中の境界条件には陸上物体により飛沫が捕捉される効果が含まれており、λを捕捉係数として、風速
と地表付近の粒子個数濃度に比例するとしてD ப஘ப୸ ൌ λUθሺX, 0ሻとした。なお、田中らの現場計測によれ
ば捕捉係数λ ൌ 3 ൈ 10ିଶ程度とされており、この係数検討の際の計測は新潟県直江津付近の汀線から
































ப୸మ  ሺX ൐ 0, ݖ ൐ 0ሻ  (3.30) 
θ ൌ θ଴଴exp ሺെWD zሻ   ሺX ൌ 0ሻ      D
ப஘
ப୸ ൌ λUθ   ሺz ൌ 0ሻ     θ ՜ 0   ሺz ՜ ∞ሻ    (3.31) 
 






ஓቁ erfc ൬ඥξ ൅
஖
ଶඥஞ൰ ൅ ቀ1 ൅
ଵ
ଶஓቁ exp ሾ2γሼζ ൅ 2ሺ1 ൅ γሻξሽሿerfc ൤ሺ1 ൅ 2γሻඥξ ൅
஖
ଶඥஞ൨    
(3.32) 
無次元個数濃度Θ ൌ θ/θ଴଴、距離ξ ൌ WଶX/4DU、高度ζ ൌ Wz/2D、捕捉落下比γ＝ λu W⁄ 、θ଴଴は X=0、
z=0 のときの飛沫個数濃度であり、前項で算出される汀線における海面高さ。汀線から飛沫が飛来す
る距離 X [m]は、前項の吹走距離 x と区別するため大文字としている。 
以上より、目標地点高度に到達する飛沫個数濃度は次式より算出される。 
θሺX, zሻ ൌ θ଴଴ ൈ Θ  (3.33) 
 






























Mୢ౟ ൌ Vୢ౟ · ρୱ · ሺCl 100⁄ ሻ  (4.1) 
Mୢ౟：直径d୧[m]の飛沫に含まれる塩化物イオン量[kg/個]、Vୢ：直径d୧の飛沫体積[Vୢ౟ ൌ ஠ୢ౟
య
଺ , mଷ]、 
ρୱ：海水密度[kg/m3]、Cl：海水塩化物イオン濃度[=1.9%] 
 
式 3.14 より得られる飛沫発生基準点から距離 x、高さz୨の地点に到達する直径diの飛沫個数濃度θୢ౟,୸ౠ,୶
に飛沫あたりの塩化物イオン量を乗じることで、目標地点高度に到達する塩化物イオン量が次式によ
り得られる。 











Fୢ౟,୸ౠ,୶ ൌ Mୢ౟,୸ౠ,୶ ൈ U (4.3) 
F୸ౠ,୶ ൌ ∑ Fୢ౟,୸ౠ,୶୧ୀஶ୧ୀଵ  (4.4) 













小粒径飛沫においても式 3.33 より汀線から距離 X、高さ z における飛沫個数濃度が算定される。こ
れを構造物表面を通過する流速とするには、大粒径飛沫の場合と同様に個数濃度に風速を乗じればよ
い。 
Fୢ ൌ ሼ10଺ · θሺX, zሻ · Mୢሽ ൈ U (4.5) 
Fୢ：塩化物イオン量[kg/m2/sec]、θሺX, zሻ：目標地点高度に到達する飛沫個数濃度 [個/cm3] 
Mୢ：直径d[m]の飛沫に含まれる塩化物イオン量 [kg/個]、U：風速 [m/s] 












Fᇱ ൌ F ൈ cos θ  (4.6) 
F：構造物表面に対して垂直方向から通過する塩化物イオン流速 [kg/m2/sec] 
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 表 5.1 に入力情報の一覧を示し、次項より各情報の取得方法ならびに補正方法について述べる。 
表 5.1 飛来塩化物イオン量算定に対する入力情報一覧 
  大粒径飛沫 小粒径飛沫 
発生過程 























1)  波高、周期 
我が国における波浪データの観測・収集は主に気象庁 5.1)と国土交通省港湾局 5.2)においてなされて
おり、沿岸波浪観測においては、気象庁では全国 6 地点（2008 年 4 月現在）、国土交通省港湾局にお





有義波とは、波群中の波高の大きい方から数えて 1/3 の数の波の波高と周期を平均した 1/3 最大波の
波高と周期でHଵ ଷ⁄ 、Tଵ ଷ⁄ で表わされ、本論文で用いる波浪入力データは有義波を用いる。なお、波浪
データの観測タイミングは気象庁と港湾局で異なり、気象庁では毎正時の 25 分前から 5 分前までの
20 分間に収集したデータより波浪解析を行い、港湾局では毎偶数正時の前後 10 分ずつ 20 分間のデー







係数Kୱは式 5.2 により算出される。 
H౥ౘ౩
Hబ ൌ Kୱ  (5.1) 
Kୱ ൌ ଵඥ୲ୟ୬୦୩୦ା୩୦ሺଵି୲ୟ୬୦మ୩୦ሻ  (5.2) 
k：波数ൌ 2π L⁄ 、h：観測点水深 [m] 























例えば 15 時の風向、風速は 14 時 50 分から 15 時 00 分の 10 分間に観測されている。気象庁による風













౤  (5.4) 




の 1.3～1.5 倍以上の高さに設置する等の対策が取られている。 
一方、風が地表面の影響を受けることから考えられるように、海上から内陸に吹く風は地形や地上













表 5.3 海上風速に対する観測風速の比率 5.3) 














風の方向 観測地点 比 
海から陸
沖合 3～5 km 1.0 
海岸 0.9 
8～16 km 内陸 0.7 
陸から海
海岸 0.7 




3)  降水量 
風向、風速同様に降水量についても気象庁よりデータの取得が可能である。気象庁による降水量は、
例えば 12 時の降水量であれば、11 時 00 分から 12 時 00 分までの間に観測された降水量の合計で、全






0.0 でない降水がある場合に降水ありのため該当時刻の飛来塩化物イオン量を 0 とした。 
本来飛来塩化物イオン量の降水による減少率は降水量により異なると考えられ、微量の降水であれ
ば飛沫の発生、輸送に対して影響が少ないと考えたためである。なお、降水量の目安としては、1 時
間雨量 3mm 未満で弱い雨、もしくは小雨程度とされる。 
 
4)  潮位または海面変動 5.3) 









位 T.P.1.2m のところ最高潮位 T.P.3.89m まで上昇した。 
以上より、潮汐現象により数十 cm から数 m の海面昇降が発生する。海面高さが数 m のオーダーで











































3)   対象地点高度の定義 
 陸上の目標地点における高さの定義は、通常地面または海面のどちらかを基準としている場合が多
い。図 5.5 に波浪障害海岸、図 5.6 に海浜における地面もしくは海面からの高さが与えられた際の飛


















さと T.M.S.L.の差をZୠとし式 5.7 より Z を算定する。 
波浪障害海岸、目標地点高度として地面を基準とする場合：Z ൌ Z୧୬ െ ቀHౘଶ ൅ yୠቁ  (5.4) 
波浪障害海岸、目標地点高度として T.M.S.L 海面を基準とする場合：Z ൌ Z୧୬ െ ቀHౘଶ ൅ y୲ቁ ൅ yୱ  (5.5) 
海浜海岸、目標地点高度として地面を基準とする場合：Z ൌ Z୧୬ െ Hౘଶ   (5.6) 




図 5.5 波浪障害海岸における飛沫発生点と対象高さの関係 








波浪障害海岸、飛沫発生基準点から目標地点までの距離：X ൌ xଵ ൅ xଶ  (5.8) 
xଵ：飛沫発生基準点から障害物天端までの距離 xଵ ൌ ሺy୦ െ yୱ െ hୠሻ sin αଶ 
xଶ：障害物天端端部から目標地点までの距離  
 一方、海浜からの輸送距離は図 5.8 より飛沫発生基準点、すなわち砕波点から汀線まで汀線から目
標地点までの距離の和となる。 
波浪障害海岸、飛沫発生基準点から目標地点までの距離：X ൌ xଵ ൅ xଶ  (5.9) 





図 5.7 波浪障害海岸における飛沫発生点からの対象地点距離 




































































































浪障害海岸」として解析を行う。表 6.1のケースNoの頭に”A”のつくものは有義波高Hଵ ଷ⁄ 、周期Tଵ ଷ⁄ 、
平均潮位を北九州市が計測地北東 6km 沖合で観測している値とした文献記載値より得たデータであ
り、”B”のつくケースは有義波高、周期を国土交通省港湾局による藍島（水深-20.7m）での 2 時間
ごとの観測結果の平均により、風速Uଵ଴ならびに風向を護岸後方 300m 地点、高度 10m における現場
観測平均風速値である。なお、全計測結果とも降雨の影響をうけていない。 
表 6.1 計測条件 
風向は真北を 0 度として時計回りに 360 度 ＊は 30 分短縮 















A1(2,2) 1998/11/20,17:30- 7 5.49 303 0.79 5.0 +0.45 
A2(3,3) 1998/12/8,14:00- 25 7.94 308 1.29 6.0 +0.39 
A3(4,4)* 1998/12/9,15:30- 2 5.79 313 1.29 6.4 +0.42 
A4(8,6) 1999/1/7,17:30- 15 12.5 307 2.43 6.9 +0.32 
A5(9,7) 1999/1/8,8:30- 3.5 12.1 307 2.28 6.7 +0.18 
A6(-,11) 2000/1/20,16:30- 16 9.54 315 1.76 6.4 +0.26 
B1(6,-) 1998/12/10,7:30- 9 4.85 309 0.68 4.6 0 
B2(7,-) 1999/1/7,14:30- 3 13.10 304 2.39 6.9 0 
B3(10,-) 1999/1/8,12:00- 3 13.01 285 2.35 7.1 0 
B4(11,-) 1999/1/8,15:00- 2.5 13.04 280 2.12 6.5 0 
 
計測地点は海岸直角方向が真北となるため、海風範囲は西北西（292.5°）より北をはさんで東北東
（67.5°）と定義し、これは図 6.1 の 16 方位に対する青色の範囲となる。また、図 6.2 の消波護岸断








ース A6 は波浪データが不明であるため表 6.1 の A6 の値を用いている（沖波高は表 6.1 有義波高より
沖波高に変換）。 
小粒径飛沫の陸上輸送における地表面への捕捉係数は、航空写真より平地もしくは草むら程度と想
定しλ ൌ 1.0 ൈ 10ିଷとした。これは 3.3.4 項で田中らの提案したλ ൌ 3 ൈ 10ିଶの1 30⁄ で、田中らのλが周
辺に人家、田園のある川沿いであることから比較的に決定した。 
表 6.2 小粒径飛沫の発生蓄積と輸送に対する計算条件 
ケース 
No A1 A2 A3 A4 A5 A6 B1 B2 B3 B4 
継続時間 [hr] 6 7 14 15 30 4 0 12 34 37 
平均風速 [m] 6.78 6.26 6.17 8.26 8.78 10.2 - 8.00 8.79 8.86
平均風向 [度] 298 304 301 305 305 310 - 302 306 305 
平均沖波高 [m] 1.24 1.54 1.47 2.02 2.28 1.84 - 1.85 2.31 2.33
平均有義波周期 




図 6.5 の解析結果は大、小粒径飛沫の和による塩化物イオン量を、図 6.6 を大粒径飛沫のみ、図 6.7
を小粒径飛沫のみによる塩化物イオン量として示した。各図は護岸後方からの距離毎に示してあり、
左上図から風速値の小さい順に並べている。 












25 時間と他ケースに比較して 2 倍以上長く、このため波浪、気象値に平均値を使用することに無理が




















































































また図 6.8、6.9 に対する定量評価として計測値を解析値で除した値 R（式 6.1）に対する平均値と
変動係数（式 6.2）を用いる。 
R ൌ Xୣ Xୟ⁄   (6.1) 
Xୣ：計測飛来塩化物イオン量、Xୟ：解析飛来塩化物イオン量 






























































図 6.9 図 6.8 に対する大、小粒径飛沫による算定飛来塩化物イオン量の内訳 
(a) 大粒径飛沫のみ (b) 小粒径飛沫のみ 

































STDEVP：標準偏差：STDEVP ൌ ට∑ሺRିRഥሻమ୬    (6.3) 
n：データ数 
計測値と解析値の比 R は 1 に近いほど解析精度が良く、R>1 で計測値のほうが解析値を上回り図
6.10 の概念図の右下半分の範囲に R が存在することを示す。逆
に R<1 の場合は解析値が計測値を上回り図 6.10 左下部に R が
存在することを示す。表 6.3 に R の平均と変動係数を示し、平
均値が 1 に近いほど、変動係数が小さいほど解析精度が良いこ
ととなる。 
 表 6.3 に計測値と解析値の比 R を A.大、小粒径飛沫による塩
化物イオン量、B.大粒径飛沫のみ、C.小粒径飛沫のみによる塩
化物イオン量に分けて示す。A は図 6.8 に対応し、B は図 6.9
左図、C が右図に対応している。 
 表 6.3よりケース B1 や A1 の大粒径飛沫のみで飛来塩化物イ
オン量を算定した場合 R が 1000 を超えており、これは計測値が解析値の 1000 倍の差があることにな

















1056  - 1.46 2.33 - 1.36 1.40 - 1.32  - 
2.6  - 0.3 0.8 - 0.2 0.0 - 0.1  - 
R<1
- 0.30 0.67 0.54 0.27 0.60 0.60 0.29  0.23  0.24 




1057  1365 315 147 51.5 35.1 13.1 14.3  50.0  1.1 
2.6  2.3 1.6 1.7 1.5 1.5 1.4 1.8  2.3  0.0 
R<1
- 0.85 0.89 0.32 0.62 0.61 0.42 0.54  0.33  0.47 




- - 1.9 8.3 2.0 3.5 8.5 2.3  2.2  8.1 
- - 0.5 1.9 0.3 1.1 1.2 0.5  0.3  0.9 
R<1
- 0.32 0.68 0.62 0.31 0.70 0.65 0.23  0.23  0.21 








































村上らは全 9 ケースの計測を報告しているが、本検討に使用可能な計測結果としてケース No.2 と 9
の計測結果を参考にする。ケース No.2 と 9 の計測条件を表 6.4 に結果を図 6.12 に示す。 
 












2 1992/12/22,11:00- 2 3.3 1.5 1.3 6.0 




勾配は資料より 1/20 と仮定した。図 6.11 より汀線は北北西（337.5°）から南南東（157.5°）の方向
であるとし、これより海風範囲は北（0°）から南東（135°）の範囲と仮定する。 
図 6.12 の計測結果は、ケース No.2 が汀線後方 7.5m１地点での鉛直方向の計測であるのに対して、
No.9 は汀線後方 7.5、27.5、32.5、47.5、57.5m の多地点で計測された。図 6.12 よりケース No.2 は No.9
の少なくとも 2 倍の塩化物イオン量であり、またケース No.2 は汀線後方より約 50m にわたって塩化
















方向に沿っており、ケース No.2 では 9 時の時点において
陸風で、その後ほぼ海岸線に沿った方向から風が吹いて
いたと予想され、No.9 では計測前の午前 3 時までの 6 時
間 NNE から ENE の 45°の間隔から風が吹いていた。以上の風況よりケース No.2 では継続風による
小粒径飛沫の発生輸送はないとし、No.9 では平均風速 2.1m/s（4 時から 9 時の平均補正風速）が 6 時
間継続し、その後 9 時から 10 時の現場計測中に東（90°）からの風により飛沫がガーゼに蓄積、そ
の際の波高と周期が 0.6m と 7.3s として小粒径飛沫による塩化物イオン量を算出する。 
 なお、小粒径飛沫の陸上輸送に関する地表捕捉係数は、前項消波護岸後方計測と同様にλ ൌ 1.0 ൈ
10ିଷとして計算する。 
表 6.5 銚子の風況 
ケース No.2 1992/12/22 ケース No.9 1993/11/6 
時 風速 補正風速 風向 時 風速 補正風速 風向 T13 H13
9 3.7 3.2 NW 3 2.3 2.0 NNW 7.0 0.61
10 6.5 5.6 NNW 4 1.1 0.9 NNE 7.5 0.67
11 4.6 3.9 NNW 5 4.7 4.0 ENE 7.1 0.60
12 4.9 4.2 NNW 6 0.7 0.6 NE 7.1 0.54
13 3.9 3.3 N 7 2.4 2.1 ENE 7.4 0.52
    8 2.6 2.2 ENE 7.3 0.55
9 3.5 3.0 NE 7.3 0.50
10 3 2.6 NE 7.3 0.49
11 2.5 2.1 ESE 7.6 0.54
 
6.3.3 解析結果と計測値の比較検証 
 図 6.13 に計測飛来塩化物イオン量と計算飛来塩化物イオン量の鉛直分布の比較図を示す。図 6.13

























果とも大きいケース No.2 を優先して海浜に対する係数値を仮定した。このため、ケース No.9 は No.2
に比べて計測値と解析値の適合が悪く、計測値は解析値の半分以下である。 
























































図 6.13 計測飛来塩化物イオン量と計算飛来塩化物イオン量鉛直分布の比較 












図 6.14 ケース No.9（図 6.13(b)） に対する大、小粒径飛沫の内訳 















 表 6.6 にケース No.2 と 9 の計測値と解析値の適合精度について式 6.1 から 6.3 による計測、解析値
の比の平均と変動係数により数値として示した。 















A. 大・小粒径飛沫 B. 大粒径飛沫のみ C. 小粒径飛沫のみ 
R≧1 R<1 R≧1 R<1 R≧1 R<1 
2 
-- -- 1.18 - -- -- 
-- -- 0.06 - -- -- 
9 
-- 0.25 2.10 0.43 -- 0.30 











7.1 飛来塩分量全国調査概要 7.1) 




































112 地点 56 地点  
266 
地点
3 地点  
43 地点 
 52 地点 






















海岸距離約 700m、標高 3m）を、波浪データは同じく気象庁による石廊崎（沖約 1km、水深-50m）に
おける観測結果を用いる。気象データについては風速、風向、降水量とも一時間毎のデータとし、波
浪データは 3 時間に一回のデータであるため、計測該当時間の 2 時間前も計測時間と同様の波高、周
期として一時間毎のデータとした。なお、対象地域に対する潮位データが得られなかったため、潮位
については考慮しない。 
 飛来塩の計測は 12 月 10 日から翌月 10 日の一ヶ月単位で最短一年間継続して行われており、解析


























表 7.2 解析条件一覧 
調査地点 
海岸線からの距離 海面からの高さ 調査期間 
100 m 2 m 1984/12/10-1987/12/9
500 m 6.3 m 1984/12/10-1987/12/9
1000 m 6.7 m 1984/12/10-1985/12/9
3000 m 9 m 1984/12/10-1985/12/9
6000 m 12.3 m 1984/12/10-1985/12/9
海風範囲 
海岸直角方向 海風範囲  
南（180°） 112.5°~247.5°  
気象観測点 
観測点名 標高 海岸からの距離 
磐田（気象庁） 3 m 700 m 
波浪観測点 
観測点名 水深 海底勾配 




図 7.4 に解析と計測結果による飛来塩化物イオン量の比較を示し、表 7.3 に図 7.4 の精度評価結果を
示す。精度評価は６章と同様に計測値を解析値で除した値 R の平均と変動係数で示し、R≧1 が図 7.4
各図の右下半分を R<1 が左上半分の範囲となり、R の平均値が 1 に近いほど解析精度が良く、変動係
数は図中右下半分、左下半分範囲における R のばらつきを表している。 
 
表 7.3 R=計測値／解析値の平均と変動係数一覧 







R≧1 9.08 (1.25) 5.30 (1.05) 44.98 (2.19) 
R<1 0.49 (0.79) - (-)  - (-) 
500 m 
R≧1 7.27 (1.31) 6.34 (1.06) 57.36 (2.59) 
R<1 0.16 (0.00) - (-) - (-) 
1000 m 
R≧1 6.55 (1.04) 
計測なし 計測なし 
R<1 0.11 (0.00) 
3000 m 
R≧1 6.48 (1.28) 
計測なし 計測なし 
R<1 0.42 (0.81) 
6000 m 
R≧1 7.82 (1.39) 
計測なし 計測なし 













































































































































(a) 海岸線からの距離 100m 
図 7.4 解析結果による飛来塩化物イオン量と計測結果の比較 
(b) 海岸線からの距離 500m 

































































































































での飛来塩分発生量を沖波高に比例するとし、発生飛沫粒径は 0.001mm と 0.01mm の 2 種類としてい
る。汀線で発生した飛来塩分は汀線上に指数分布で鉛直分布し、輸送過程を風の場の計算と移流拡散
方程式により数値計算を行うことを提案している。 
 図 7.5 に宇多らのモデルによる解析値と計測値の比較図を示す。なお、計測は飛来塩分量全国調査
の 1986 年の太平洋、砂礫海岸における結果である。一方、図 7.6 の山田らのモデルによる解析値と計
測値の比較を示す。山田らの計測値は土研式塩分捕集器を用いて独自に行った結果である。計測地は
新潟県上越市の名立大橋で文献中の写真より前面海岸が砂浜と多少の岩礁と離岸堤で構成された河
川橋上で、汀線からの距離およそ 50m、地面からの高さ約 7m に捕集器を設置している。計測期間は
2004 年 1 月から一ヶ月単位の飛来塩分量を採取し一年間継続している。 
 以上の宇多ら、山田らのモデル精度と前項で示した本論文提案モデルの精度を計測値と解析値の比












表 7.4 R=計測値／解析値の平均と変動係数一覧 





 提案モデル 宇多モデル 山田モデル 
R≧1 19.00 (3.65) 4.10 (1.02) - (-) 
R<1 0.35 (0.96) 0.39 (0.71) 0.10 (0.59) 
図 7.7 提案モデルによる解析値と計測値比較 



































図 7.5 宇多モデルによる 
解析値と計測値 
太平洋、砂礫海岸、1986 年 

































































ル化した。発生飛沫の総個数θ୲୭୲ୟ୪は波高の関数（式 8.2）として決定し、これが式 8.1 の飛沫径分布




θୢ,୸଴ ൌ θ୲୭୲ୟ୪ · ଵୢ౗ exp ቀെ
ଵ
ୢ౗ · dቁ  (8.1) 
θ୲୭୲ୟ୪ ൌ δ · θ଴ · fሺHୠሻ · ሺ1 T⁄ ሻ  (8.2) 
θୢ,୸ ൌ θୢି୲୭୲ୟ୪ · ଵ୸౗ exp ሺെ
ଵ
୸౗ · zሻ  (8.3) 
θୢ,୸,୶ ൌ θୢି୲୭୲ୟ୪ · ଵ୸౗ exp  ቂെ
ଵ
୸౗ · ቄZ ൅ wୢ ቀ
X














飛沫の発生状況も異なると推測されるためである。上記二海岸に対して式 8.1 から 8.4 を構成する係
数、定数値の検討を行い、各値を次表の通り決定、提案した。 
 












波浪障害海岸 1 1.0 ൈ 10ସ 個/m2 400µm 3 · Hୠ 














析値で除した値 R の平均値を R≧1 の場合と R<1 の場合に分けて行った。この結果、消波護岸後方で
の適合評価として計測ケース毎の R 平均が R≧1 で 1.3 から 1092、R<1 で 0.67 から 0.24 となった。こ





















































 提案モデル 宇多モデル 山田モデル 
R≧1 19.00 (3.65) 4.10 (1.02) - (-) 
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参考：「海洋科学基礎講座１ 海洋物理」東海大学出版会, 1970 

























参考：「海洋科学基礎講座１ 海洋物理」東海大学出版会, 1970 









成分 g 成分 g 
塩素イオン Cl- 18.98 ﾅﾄﾘｳﾑ・ｲｵﾝ Na+ 10.56 
臭素イオン Br- 0.065 ｶﾘｳﾑ・ｲｵﾝ K+ 0.38 
硫酸イオン SO4-- 2.65 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ・ｲｵﾝ Mg++ 1.27 
重炭酸イオン HCO3- 0.14 ｶﾙｼｳﾑ・ｲｵﾝ Ca++ 0.40 
ホウ酸分子 H3BO3--- 0.026 ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ・ｲｵﾝ St++ 0.013 
計 34.484 g 
 空 気 海水 ＊塩分 35‰ 
0 ℃ 20 ℃ 0 ℃ 20 ℃ 
密度 ρ [kg/m3] 1.29 1.21 1028 1025 
粘性係数 μ 
[kg/m/sec] 1.71E-5 1.81E-5 1.89E-3 1.09 E-3 
動粘性係数 
ν=μ/ρ [m2/sec] 1.32E-5 1.50E-5 1.84E-6 1.06E-6 
表 1 海水 1 kg 中のイオンの量（塩素量 19.00‰のとき） 









mୢ୵ୢ୲ ൌ mg െmg
஡౗౟౨




FD ൌ CD · ଵଶ ρୟ୧୰uଶ ·
ଵ




式 1 の右辺各項は重力、浮力、抵抗力であり、時間が経過するにつれて左辺加速度が 0 に近付き、
流体中の飛沫は一定速度、すなわち終末速度に到達する。式 1 より終末速度wは次式となる。 






抵抗係数CDはレイノルズ数Re ൌ   ሺw · dሻ/ሺµ/ρୟ୧୰ ሻの関数で次式より求める。 
  CD ൌ 24 Re⁄   ሺRe ൏ 1ሻ  (4) 





参考：野田英明，橋本宏「新体系土木工学 79 漂砂と海岸保全施設」土木学会編、技報堂出版 1981 
 
 
